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■
申
告
時
に 

必
要
な
も
の
■

�
平
成　

年
中
の
所
得
が
あ
き
ら
か

１８

に
で
き
る
も
の

▼
給
与
所
得
の
あ
る
人
は
、
給
与
所

得
に
係
る
源
泉
徴
収
票
（
原
本
）

▼
公
的
年
金
等
の
所
得
の
あ
る
人
は
、

公
的
年
金
等
に
係
る
源
泉
徴
収
票

▼
事
業
（
農
業
等
）
所
得
の
あ
る
人

は
、
収
支
計
算
の
み
に
な
り
ま
す

の
で
、
収
支
内
訳
書

�
雑
損
控
除
を
受
け
る
に
は
罹
災
証

明
書
、「
災
害
等
に
関
連
す
る
や
む

を
え
な
い
支
出
」
の
領
収
書
等

�
医
療
費
控
除
を
受
け
る
に
は
、
医

師
等
の
領
収
書
（
領
収
書
は
あ
ら

か
じ
め
医
療
を
受
け
た
人
ご
と
に

支
払
っ
た
合
計
金
額
を
算
出
し
て

く
だ
さ
い
。）

　

ま
た
、
介
護
保
険
法
に
規
定
す
る

指
定
介
護
老
人
福
祉
施
設
の
施
設

サ
ー
ビ
ス
お
よ
び
居
宅
サ
ー
ビ
ス

の
う
ち
、
一
定
の
金
額
に
相
当
す

る
部
分
が
対
象
と
な
り
ま
す
の

で
、
そ
の
領
収
書

�
社
会
保
険
料
控
除
を
受
け
る
に
は

支
払
証
明
書
（
国
民
年
金
保
険
料

は
支
払
証
明
書
添
付
。
ま
た
、
確

定
申
告
を
役
場
以
外
で
す
る
人
は
、

国
民
健
康
保
険
税
、
介
護
保
険
料

の
証
明
書
は
、
各
担
当
課
で
発
行

し
ま
す
。）

�
小
規
模
企
業
共
済
掛
金
控
除
を
受

け
る
に
は
支
払
証
明
書

�
生
命
保
険
料
控
除
を
受
け
る
に
は

生
命
保
険
料
支
払
証
明
書

�
損
害
保
険
料
控
除
を
受
け
る
に
は

損
害
保
険
料
支
払
証
明
書

�
寄
付
金
控
除
を
受
け
る
に
は
支
払

証
明
書

�
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
を
受
け

る
に
は
（
１
年
目
）

・
住
民
票

・
借
入
金
の
年
末
残
高
証
明
書

・
売
買
契
約
書
、
請
負
契
約
書
、
建

築
確
認
通
知
書
の
写
し

・
家
屋
の
登
記
簿
謄
本

・
借
入
金
に
含
ま
れ
る
敷
地
等
の
購

入
に
か
か
る
借
入
金
の
控
除
を
受

け
る
場
合
は
、
そ
の
敷
地
の
登
記

簿
謄
本
、
売
買
契
約
書

�
申
告
書
等
（
確
定
申
告
を
す
る
人

で
税
務
署
か
ら
用
紙
が
送
付
さ
れ

て
い
る
人
は
、
そ
の
申
告
書
や
収

支
内
訳
書
が
必
要
で
す
。
そ
れ
以

外
の
方
に
つ
い
て
は
、
申
告
会
場

に
あ
る
用
紙
を
使
用
し
ま
す
。）

�
印
鑑
（
振
替
納
税
を
利
用
さ
れ
る

方
は
本
人
名
義
の
預
金
通
帳
の
届

出
印
）

�
還
付
を
受
け
る
方
で
口
座
振
替
を

希
望
さ
れ
る
方
は
本
人
名
義
の
預

金
通
帳

■ 
お
問
い
合
わ
せ 
■

・
税
務
課
住
民
税
係

　
�
　

１
９
６
６
（
直
通
）
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・
古
河
税
務
署 

　
�
　

４
１
６
１

（３２）

〈税源移譲について〉

改正後（所得税）改正前（所得税）
税率課税所得税率課税所得

５％　～195万円

10％　～330万円
10％

　　195万円超
　～330万円

20％
　　330万円超
　～695万円

20％
　　330万円超
　～900万円

23％
　　695万円超
　～900万円

33％
　　900万円超
～1,800万円

30％
　　900万円
～1,800万円

40％　1,800万円超37％　1,800万円超

＊平成19年１月分より改正

改正後（個人住民税）改正前（個人住民税）
税率課税所得税率課税所得

10％一　律

５％～200万円

10％
　200万円超
～700万円

13％　700万円超

＊平成19年６月分より改正

定率減税が廃止されます

●「
地
方
で
で
き
る
こ
と
は
地
方

に
」
と
い
う
方
針
の
も
と
に
進
め

ら
れ
て
い
る
三
位
一
体
改
革
。
そ

の
柱
と
い
え
る
の
が
、「
税
源
移
譲
」

で
す
。
平
成　

年
４
月
に
施
行
さ

１２

れ
た
「
地
方
分
権
一
括
法
」
で
、

国
と
地
方
の
関
係
が
「
上
下
・
主

従
」
か
ら
「
対
等
・
協
力
」
に
見

直
さ
れ
、
一
定
の
事
務
が
地
方
へ

移
譲
さ
れ
ま
し
た
。
し
か
し
そ
の

財
源
は
国
庫
補
助
金
・
負
担
金
や

地
方
交
付
税
交
付
金
な
ど
国
か
ら

配
分
さ
れ
る
財
源
に
依
存
し
て
い

た
こ
と
か
ら
、
必
ず
し
も
自
主
性

が
高
い
と
は
い
え
ま
せ
ん
で
し
た
。

そ
こ
で
、
国
税
（
所
得
税
）
の
一

部
を
地
方
税
（
個
人
住
民
税
）
へ

移
譲
す
る
（
国
の
税
収
が
減
り
、

地
方
の
税
収
が
増
え
る
）
こ
と
に

よ
っ
て
、
国
庫
補
助
金
等
に
代
わ

る
地
方
公
共
団
体
の
新
た
な
財
源

と
し
、
地
方
財
政
を
自
立
さ
せ
る

こ
と
を
目
的
と
す
る
も
の
で
す
。

●
税
率
改
正
に
よ
り
、
住
民
税
と

所
得
税
の
税
率
が
下
の
表
の
よ
う

に
変
わ
り
ま
す
。
し
か
し
税
源
の

移
し
替
え
な
の
で
、「
所
得
税
＋
住

民
税
」
の
負
担
は
基
本
的
に
は
変

わ
り
ま
せ
ん
。

（
定
率
減
税
の
廃
止
に
よ
る
税
負

担
は
増
え
る
こ
と
に
な
り
ま
す
）




